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アンケート調査結果概要
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本調査は塩竈市で実施しているウォーターPPP等の官民連携手法の導入検討にあたり、民間事業

者の参入意欲や官民連携における業務内容に対する意見や参画にあたっての課題を把握するために
実施しました。アンケート調査の結果、「計画・設計、改築工事、維持管理（管路・処理場等）」
の各業務領域から計18件の貴重なご回答をいただきました。

なお、アンケート調査では主に下記項目について確認を行いました。

目的 内容 

1.1 本市におけるウォーター

PPP 導入の実現性と課題 

・参入意欲の高い民間事業者数の把握 

・参入障壁となる事項の把握 

1.2 民間企業から見た望ましい

対象施設、事業方式、対象業務 

・本市に適した対象施設・対象業務の把握 

・最適な事業スキーム（更新支援・更新実施）の把握 

1.3 ウォーターPPP で定められ

た 4 要件に対する課題 

・4 要件（長期契約・性能発注・維持管理と更新一体

マネジメント・プロフィットシェア）の中で参入障

壁となる事項の把握 

1.4 今後の導入検討を進める上

での課題 

・導入するうえでの課題の把握 

・民間事業者の要望の把握 

 



1.1 本市におけるウォーターPPP導入の実現性と課題

塩竈市でウォーターPPP等を導入し

た場合の参画意欲を確認したところ約7
割の企業に参入意欲があることが確認
できました。
・参入または参入検討をしたいと思う

67%（12社/18社）
・現時点では不明

28%（5社/18社）
・その他

5%（1社/18社）
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(社)

参入または
参入検討を

したいと思う

参入または
参入検討を

したいとは思
わない

現時点では
不明

その他

12 0 5 1

自由意見

事業規模・内容や検討時期などを勘案して
参入について検討したい。



1.2 民間企業から見た望ましい事業方式、対象業務

【事業方式】
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ウォーターPPP等を導入した場合の希望する官民連携方式について確認したところ、管路施設・処
理場等施設を一体としたウォーターPPP（更新支援型）を希望する回答が多く確認されました。

(社)

11

5

5

3

2

希望する
官民連携事業方式

管路施設・処理場等施設
ウォーターPPP　L3.5　更新支援型

管路施設・処理場等施設
ウォーターPPP　L3.5　更新実施型

管路施設
ウォーターPPP　L3.5　更新支援型

処理場等施設
ウォーターPPP　L3.5　更新実施型

管路施設
ウォーターPPP　L3.5　更新実施型

処理場等施設
ウォーターPPP　L3.5　更新支援型

その他（　　　　　　　　　　） 

自由意見

事業期間中の施設・管路の事業規模が不透明

段階的な官民連携の拡大が望ましい

更新支援型の方がコンソーシアム形成がし易い



1.2 民間企業から見た望ましい事業方式、対象業務
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ウォーターPPP等を導入した場合の対応可能な業務区分に関して、

右表に示す業務区分の対応可否について確認したところ、各業務区
分において最低１社以上が自社で対応可能であることを確認できま
した。

【現包括業務以外で管路施設に関する業務】 (社)

1 3

1 3

2 5

2 4

5 5

2 6

計画的
業務

2 4

5 5

2 2

4 3

3 3

5 1

4 1

レベル3.5
更新計画策
定・更新(改

築）業務

更新計画(ストックマネ
ジメント計画）策定業
務

コンストラクション・
マネジメント

改築設計業務

改築積算業務

改築工事(更生)

改築工事(布設替え)

②対応方法

自社で対
応

応募グ
ループで

対応

【現包括業務以外
で管路施設に
関する業務】

維持管理
レベル

業務区分

日常的
業務

住民窓口

排水設備関連業務

住民等通報後の現場確認及び対応判断

他工事立会等

計画的
業務

問題解決業務

不明水対策

悪臭対策

流域接続点水質調査



1.2 民間企業から見た望ましい事業方式、対象業務
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ウォーターPPP等を導入した場合の対応可能な業務区分に関して
右表に示す業務区分の対応可否について確認したところ、各業務
区分において最低２社以上が自社で対応可能であることを確認で
きました。

【現包括業務以外で処理場等（処理場・ポンプ場・マンホールポンプ・貯留施設）に関する業務】

(社)

レベル1 3 3

5 5

5 5

レベル2.5
～

レベル3
8 4

5 7

2 3

4 5

3 5

土木・建築※ 3 2

機械 2 3

電気 2 3

②対応方法

自社で対
応

応募グ
ループで

対応

【現包括業務以外
で処理場等（処理
場、ポンプ場、マ
ンホールポンプ、
貯留施設）に関す

る業務】
※工事対象は設備
の改築に伴う建屋
の新設についても

含む。

維持管理
レベル

業務区分

防火業務

レベル2
物品等の調達
及び管理に関

する業務

ユーティリティ

電気、通信費等の公共
料金支払業務

修繕計画案作成業務

レベル3.5
更新計画策
定・更新(改

築）業務

更新計画(ストックマネ
ジメント計画）策定業
務

コンストラクション・
マネジメント

改築実施設計業務

改築積算業務

改
築
工
事自由意見（管路・処理場）

コンストラクション・マネジメントを含んだ際における受注制限



1.3 ウォーターPPPで定められた4要件に対する課題
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【10年の長期契約について】

下記のような理由から10年間が妥当との回答が多く確認されました。ただし、事業期間内にお
ける物価変動や社会情勢の変化に対しての柔軟な対応を希望する意見が確認されました。

※回答内容は一部加工してあります。



1.3 ウォーターPPPで定められた4要件に対する課題
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【性能発注について】

性能発注に関して肯定的な意見が確認されたものの、管路施設においては段階的な移行を希望
する意見が多く確認されました。

※回答内容は一部加工してあります。



1.3 ウォーターPPPで定められた4要件に対する課題
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【維持管理と更新の一体マネジメントについて】

効率的な事業運営のため効果的であるとの回答が多く確認されました。

※回答内容は一部加工してあります。



1.3 ウォーターPPPで定められた4要件に対する課題
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【プロフィットシェアについて】

プロフィットシェアの配分割合や、仕組みの導入方法についての回答が確認されました。

※回答内容は一部加工してあります。



1.4 今後の導入検討を進める上での課題
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各自由意見回答から、今後導入検討を進めるうえでの課題として下記点が考えられます。

・物価変動等の社会情勢を考慮した業務条件の検討。 

・官民双方に視点を置いた事業スキームの検討。 

・実施方針の公表、質問受付等による情報開示を行い、参画を希望する企業様を増やす。 

 

【今後の取り組み】
本アンケート調査によって、参画意欲のある企業の把握ができ、市場性の把握ができました。

また、本事業の実施に際しては、本市において現在導入している包括的民間委託業務の内容を主
軸としたウォーターPPPの導入可能性があることを確認できました。
今後、本アンケート結果及び自由意見の内容を踏まえ本市に最適な事業スキーム（対象業務・

官民連携方式等）の検討を実施していきます。
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